
第 21回
在宅医療推進フォーラム
2040 年へ  在宅医療は暮らしと地域をどう支える

【日 時】2025 年 11 月 23 日（日・祝）
9:30 ～ 17:00

【場 所】東京ビッグサイト 国際会議場

【主　催】国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター
　　　　公益財団法人 在宅医療助成勇美記念財団

【共　催】一般社団法人 日本在宅ケアアライアンス



プログラム 総合司会 鶴岡 優子（日本在宅医療連合学会 副代表理事） ※敬称略

開場 

開会によせて 

住野 耕三（在宅医療助成勇美記念財団 理事長） 新田 國夫（日本在宅ケアアライアンス 理事長） 

来賓挨拶 

伊原 和人（厚生労働事務次官） 堀井 勇吾（オートバックスセブン 代表取締役社長） 

ブロックフォーラム 

司会：島田 潔（全国在宅療養支援医協会 事務局長） 二階堂 孝子（在宅医療助成勇美記念財団 常務理事） 

ブロックフォーラム開催報告 

北 海 道 札 幌：川村 健太郎（医療法人稲生会 生涯医療クリニックさっぽろ 院長） 

新   潟   県：揚石 義夫（医療法人社団 揚石医院 理事長）

岡山県(中国ブロック)：小森 栄作（医療法人ザイタック ももたろう往診クリニック 院長）

沖   縄   県：泰川 恵吾（医療法人鳥伝白川会 ドクターゴン診療所 理事長）

総合討論 

司会：蘆野 吉和（日本ホスピス・在宅ケア研究会 理事長） 

勇美（ゆうみ）賞授賞式 

司会：二階堂 孝子（在宅医療助成勇美記念財団 常務理事）

講評：石垣 泰則（日本在宅医療連合学会 事務総長） 

お昼休み 

総括講演「在宅医療 新たなミッション ～治し、支えるから、次の課題へ～」 

座長：大橋 博樹（日本プライマリ・ケア連合学会 副理事長） 演者：新田 國夫（日本在宅ケアアライアンス 理事長） 

基調講演「2040 年を見据えた在宅医療に向けて ～地域の視点・生活の視点～」 

座長：大橋 博樹（日本プライマリ・ケア連合学会 副理事長） 演者：迫井 正深（厚生労働省 医務技監） 

多世代から在宅医療へのおもいを語るセッション 

「未来へ紡ぐみんなのおもい ～在宅医療の若き担い手は語る～」 

座長：迫田 朋子（ジャーナリスト／元 NHK チーフディレクター） 

演者：賀数 りち（琉球大学 医学部医学科 4年）

演者：髙添 明日香（医療法人桜花会あすか在宅クリニック 院長）

高田 雄貴（ケアプロ訪問看護ステーション東京足立ステーション 所長） 

松本 佳子（医療経済研究・社会保険福祉協会医療経済研究機構） 

休憩 

シンポジウム「めざすのは笑顔とつながり」

座長：武田 俊彦（日本在宅ケアアライアンス 副理事長）

飯島 勝矢（日本在宅ケアアライアンス 理事） 

シンポジスト: 川本 愛一郎（日本地域作業療法研究会 会長）

首長 正博（栃木市 こども未来部長）

ンポジスト: 谷口 泰之（御坊市総務部危機管理課 課長補佐）

辻󠄀 裕二（福岡県医師会 常任理事）

シンポジスト: 長嶺 由衣子（厚生労働省 医政局参事官（医療情報担当）付医療情報室長補佐）

閉会によせて 

大島 伸一（国立長寿医療研究センター 名誉総長）

閉会 
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わたしたちは、どの国も経験したことのない超高齢社会の頂点へと、よじ登りつつある。
その 2040 年代へ、医療と介護の重複ニーズが増加する一方、急速な少子化で医療職や介護
職の確保は極めて難しくなる。 
どう対処するのか。自立支援や支えあい、支えられる側から支える側への転換が必要にな

る。2027 年再スタートの「新たな地域医療構想」は、従来の病床機能の再編成を超え、外
来医療・在宅医療・介護との連携・精神医療を加え、通院か入院、在宅療養まで通じた地域
全体の医療提供体制の再構築を目指す。とりわけ在宅ケアを担うかかりつけ医、看護師、リ
ハビリテーション専門職らの役割に期待がかかる。 
大都市から過疎地まで地域事情に応じ複雑多岐な地域完結型の体制が必要となり、医療職

の育成・確保、歯科・薬局・介護事業所等との連携が急務になる。 
病院完結型から脱し、「治し支える医療」を軸に地域全体でその人のおもいとくらしを受け止
める時代を迎えた。その先頭を走るわがフォーラムでは、さまざまな現場から、率直な疑問、
問題提起、意見をぶつけ合ってほしい。 

 

開催趣旨 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主催：国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター、公益財団法人 在宅医療助成勇美記念財団 

共催：一般社団法人 日本在宅ケアアライアンス 

全国在宅療養支援医協会、全国在宅療養支援歯科診療所連絡会、全国訪問看護事業協会、全国ホームホスピス協会、 
全国薬剤師・在宅療養支援連絡会、日本介護支援専門員協会、日本ケアマネジメント学会、日本在宅医療連合学会、 
日本在宅栄養管理学会、日本在宅看護学会、日本在宅ケア学会、日本在宅療養支援病院連絡協議会、 

日本プライマリ・ケア連合学会、日本訪問リハビリテーション協会、日本老年医学会、全国国民健康保険診療施設協議会、 
全日本病院協会、日本訪問看護財団、日本ホスピス・在宅ケア研究会、日本在宅ホスピス協会、日本ホスピス緩和ケア協
会、NPO 地域共生を支える医療・介護・市民全国ネットワーク、日本生活期リハビリテーション医学会 

 

後援：厚生労働省、公益社団法人 日本医師会、公益社団法人 日本歯科医師会、公益社団法人 日本薬剤師会、 

公益社団法人 日本看護協会、公益財団法人 長寿科学振興財団       ※順不同、一部法人格省略 

 

主催者代表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター 

理事長 荒井 秀典 

公益財団法人 在宅医療助成勇美記念財団 

理事長 住野 耕三 
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総合司会：鶴岡優子氏 

第 21 回在宅医療推進フォーラム 
2040 年へ 在宅医療は暮らしと地域をどう支える 

■開会によせて

開会にあたり、勇美記念財団理事長の住野耕三氏

（写真左）、および日本在宅ケアアライアンス理

事長の新田國夫氏（写真右）が挨拶した。

■来賓挨拶

厚生労働事務次官の伊原和人氏（写真左）、および

オートバックスセブン代表取締役社長の堀井勇吾

氏（写真右）が、開会にあたり祝辞を述べた。

■閉会によせて

最後は、国立長寿

医療研究センタ

ー名誉総長の大

島伸一氏が閉会

の挨拶を行い、フ

ォーラムを締め

くくった。

2025 年 11 月 23 日、第 21 回在宅医療

推進フォーラムが東京ビックサイトにて開催

された。当日は在宅医療に関わる関係者

が全国から集い、2040 年へ向けて、在宅

医療が人々の暮らしと地域をどう支えていく

のか、議論が繰り広げられた。 
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ブロックフォーラム 

 

「どうなる、どうする 在宅医療 ～その先へ」 

 

【司会】島田 潔氏（全国在宅療養支援医協会 事務局長） 

【司会】二階堂 孝子氏（在宅医療助成勇美記念財団 常務理事） 

 

ブロックフォーラムは、在宅ケアに関わる専門職、行政職員、市

民らが一堂に会し、「在宅ケアについてともに考える場」として、

地域ごとに毎年、行っているものである。ここでは、2024年度に

行なわれた全国 15地域のブロックフォーラムの中から、親和性、独創性、継続性、市民参加、医

師会参加、多職種参加、行政参加などの要素をもとに選抜された、4地域より報告が行われた。 

 

 

【開催のご報告とご案内】～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

ブロックフォーラム 開催のご報告とご案内 

島田 潔氏（全国在宅療養支援医協会 事務局長） 

 各地域の代表者からの報告に先立ち、島田潔氏は、2024 年度のブロックフ

ォーラムの開催地域の紹介、および 2025年度のブロックフォーラムの案内を

行った。 

 ブロックフォーラムは、勇美記念財団の助成により、2010年度から毎年、各地で実施されてい

る。2024年度は、沖縄県（宮古島）を皮切りに、滋賀県、栃木県、北海道（札幌）、福岡県、長野

県、北海道（室蘭）、高知県、山形県、山梨県、岡山県（中国ブロック）、宮崎県、新潟県、大分

県、京都府（奈良県と共催）の全国 15地域で開催された。 

災害、ACP、地域共生社会など、テーマは地域ごとにさまざまだが、今回は、そのなかでも先

進的な事例としてノミネートされた、北海道札幌、新潟県、岡山県（中国ブロック）、沖縄県の 4

地域の取り組みを紹介するものである。 

 そして 2025年度は、東京都、大阪府・兵庫県（大阪幹事）、高知県、新潟県、山梨県、鹿児島

県、九州ブロック、北海道（油仁町）、中国ブロック（広島）、山形県、福岡県、北海道（札幌）、

栃木県、沖縄県、滋賀県、京都府・奈良県の全 16地域で開催を予定、順次実施している。 

各地域の詳細については、全国在宅療養支援医協会のホームページにて公開。また、2026年 2

月 28日の「第 3回在宅医療コングレス」（東京都中央区）にて、その報告会を実施する。 

 

【開催報告】～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

第 13回北海道在宅医療推進フォーラム 

川村 健太郎氏（生涯医療クリニックさっぽろ 院長） 

 

 北海道札幌ブロックでは、前回のフォーラムで、その実施形態を大きく刷

司会：島田潔氏、二階堂孝子氏 

4



新。商業施設で開催するという斬新な試みにより、多くの一般市民の参加のもと、盛況を博して

いる。2025 年 1 月 11 日開催された第 13 回北海道在宅医療推進フォーラムでも、このスタイル

を踏襲。「みんなに知ってほしい、子どもの在宅医療のこと」をテーマに掲げ、前回同様、イオン

モール札幌平岡のセンターコートにて実施した。

川村健太郎氏がまず語ったのは、開催に至るまでの経緯だ。近年、医療的ケア児は年々増加し

ており、今では全国に約 2 万人、人口 1 万人あたり 1.5 人の医療的ケア児がいると推計されてい

る。2021年には医療的ケア児支援法が施行され、インクルーシブな環境で学ぶ子どもたちが増加。

そこで川村氏は、学校側の受け入れを後押しすべく、積極的にアウトリーチを行ってきた。しか

し小児科だけでは限界を感じ、近年は「札幌市在宅医療協議会」との協力関係を深め、成人と小

児、それぞれのスタッフがともに学び合う関係を築いてきたという。 

「今回のフォーラムはこういった活動を背景に、成人側の皆さんから、小児をテーマにと声をか

けていただいた」と川村氏。商業施設で開催したのは、「小児の在宅医療について、広く一般の人々

に、当たり前のこととして知ってほしい」との思いから。人が行き来するイベント広場を活用し、

たまたま訪れた買い物客が、気軽に立ち寄って参加できるようにした。 

企画の内容は実にさまざまだ。写真展「みんな、とくべつなひとり」では、本人、家族がいきい

きと暮らしている姿を写真で紹介。医療機器の展示コーナーでは、医療的ケア児の日常に欠かせ

ない人工呼吸器や小児用車いすに実際に触れてもらい、身近に感じてもらえるようにした。さら

に絵本の朗読、訪問診療に同行した中高生からの発表、そして医療的ケア児が自ら躍るフラダン

スの披露も。各ブースでシールを配布するシールラリーも取り入れ、たまたま足を止めた人が、

次のブースへと自然に足が向くような工夫も凝らした。 

当日は、シールラリーの台紙を配布した 303名のうち、199名がラリーを達成。「ちょっとだけ

立ち見」も多数あり、「笑顔が素敵でした！」「来場者もボランティアも、みんなが楽しそう」な

ど、さまざまな感想が寄せられた。さらに当事者からは、「わかってくれないだろうと壁をつくっ

ているのは、自分自身だったかもしれない」といった声も。川村氏は、「当事者にとっても、一歩

踏み出すきっかけになったと思う」と、その成果を語った。 

最後に川村氏が強調したのは、この企画が、当事者とその家族、学生をはじめとするたくさん

のボランティアの関わりによって実現したこと。「事前の打ち合わせの段階で、いろいろな人がご

ちゃまぜになって、やるぞ！という雰囲気になったとき、このイベントは成功すると思った。今

後もこういった活動を、皆で支え合いながら進めていきたい」と結んだ。 

新潟県在宅医療推進フォーラム 

第 16回在宅ケアを考える集い in越後 2024 

揚石 義夫氏（医療法人社団揚石医院 理事長） 

揚石義夫氏は、2024年 9月 29日に開催された、新潟県在宅医療推進フォー

ラムの概要について報告した。

新潟では以前から、多くの職能団体が参加する「在宅ケアを考える集い in越後」が行われてお

り、ブロックフォーラムもこの集いと兼ねて実施されている。また、在宅医療に関わるさまざま

な職能団体が、毎回、持ち回りで企画運営を行っているのも、新潟ブロックの特徴。「第 16 回在
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宅ケアを考える集い in 越後 2024」として行われた今回のフ

ォーラムは、人と人をつなぐ専門職である、新潟県医療ソーシ

ャルワーカー協会、および新潟県介護支援専門員協会の共同

企画として実施。「医療介護連携が織りなす地域包括ケア」を

テーマに、基調講演とシンポジウムという二部構成で行われ

た。 

基調講演では、北見市医療・介護連携支援センターの関建久

氏が、「地域共生社会の実現に向けた医療介護連携とは」と題して講演。人口減少と超高齢社会を

“大型の台風”にたとえ、今の医療介護連携や生活支援のやり方ではこの大型台風には通用しな

いこと、そのことについて住民を含めて危機感を共有する必要があることを、まず問題提起した。

そのために行政に求められるのは「事業の統合化」であり、医療介護職に求められるのは「本人

の意向を中心にチームをつくること」だと提言。本人の意向は非常に主観的なものであり、在宅

での多職種連携の究極の目的は「本人の主観的幸福度を高めることにある」とのメッセージが送

られた。 

この内容を受けて行われたシンポジウムでは、「想いをつなぐ入退院支援」をテーマに、多職種

がシンポジストとして登壇。居宅のケアマネジャー、病院の医療ソーシャルワーカー、訪問看護

ステーションの看護師、診療所の在宅医、診療所の医療ソーシャルワーカーと、それぞれの職種

が利用者の意向をどう引き出し、チームで共有し、実現していったかを詳細に語り、最後に総合

討論が行われた。 

今回の開催に向けては、実行委員会を幾度も開催し、多職種で話し合いを重ねてきたという。

揚石氏は、「そのプロセス自体が、非常に勉強になり、刺激になった」と振り返り、「特に今回は、

在宅医療の重要な担い手でありながら、あまりスポットライトが当たってこなかった２つの職種

が手づくりで企画してくれたことが大きい。このことで、それぞれが担う役割の重要性やその難

しさが浮き彫りになった」と、その意義を強調した。一方で、「内容が専門的だった」と述べ、課

題についても言及。「今後は市民が参加しやすく啓発につながるような内容を含める工夫が必要。

さらに病院の方々にも在宅医療に関心を持っていただけるよう、広く参加をアピールしていくこ

とも今後の課題」と語った。 

当日の様子は YouTubeでも同時配信しており、引き続きアーカイブでも視聴可能だ。 

 

「中国ブロック在宅医療推進フォーラム」開催報告 

小森 栄作氏（医療法人ザイタック ももたろう往診クリニック 院長） 

 

 小森栄作氏は、2024年 11月 3日に中国地方 5県（鳥取県、岡山県、島根県、

広島県、山口県）の合同で開催された、中国ブロック在宅医療推進フォーラム

について報告した。 

 もともと中国ブロックでは、各県の医師会が持ちまわりでフォーラムを開催してきたが、コロ

ナの影響で中断し、そのまま再開できない状況が続いていた。そういった中、日本在宅医療連合

学会の中国支部会の設立を目指す活動が、有志でスタート。約 3 年間にわたって話し合いを重ね

る中で、支部会の設立記念大会と中国ブロックのフォーラムを同時に開催する案が浮上し、今回
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のブロックフォーラムが実現したという。 

発案当初から、社会的に関心の高い「災害への対応」を主題

として企画を進めてきたが、そのさなか、1月に能登半島地震、

8月には宮崎でも大きな地震が発生。このテーマへの注目がさ

らに高まることとなった。そして災害に加え、多職種の連携が

求められる「口腔ケア・食支援」、訪問看護師や介護職にとっ

て関心の高い「ケア・ハラスメント」を講演のテーマに設定。

講演の後には、各県の代表者が在宅医療に関連する活動を報告

するセッションを企画し、地域の実情にあった取り組みを、お

互いに知る機会を設けた。 

 会場は利便性を考慮し、岡山市に設定。当日は、医師、歯科

医師、看護師、薬剤師をはじめ、行政職、ケアマネジャー、介

護職、医療ソーシャルワーカー、栄養士といった幅広い職種の参加があり、中国地方の在宅医療

の連携と発展を目指して、多職種が垣根を超えて交流する貴重な機会となった。さらには遺品整

理業者や商社といった異なる分野からの参加も。多職種連携の新たな可能性を感じさせる、有意

義なフォーラムとなった。 

以上を報告した上で小森氏は、「運営メンバーはそれぞれが日々地元で在宅医療に奮闘している。

マンパワーの問題から県単位での開催は厳しく、今回のように合同でできる意義は大きい」と、

そのメリットを強調した。一方で、「中国地方は広く、遠方からはるばる県をまたぐよりは、むし

ろ県単位での開催のほうが参加しやすい」とも。以上のことから小森氏は、今後の方向性につい

て、「当面は合同開催のメリットを生かしながら経験を重ねていく方針。将来的には県単位での開

催へ移行できるよう、運営力を強化していきたい」と語った。 

第 3 回沖縄県在宅医療推進フォーラム in宮古島 

泰川 恵吾氏（医療法人鳥伝白川会 ドクターゴン診療所 理事長） 

2025年 3月 16日、「島のおじい、おばあのために」と題して、第 3回沖縄

県在宅医療推進フォーラム in 宮古島が開催された。大会長を務めた泰川恵吾

氏は、医療・介護を取り巻く沖縄県の現状と、フォーラムの概要を報告した。 

宮古島は、沖縄本島から与那国島まで約 630kmにわたって形成された琉球弧のおよそ中間、本

島から約 330km南西側に位置している。県全体の人口は約 146万 7000人で、うち宮古島は約 5

万 3000人。県の高齢化率は全国と比べてもそれほど高くはないが、今後 25年で急速に高齢化が

進み、医療・介護人材が不足することが予測されている。一方、これに先立って高齢化が進んだ

宮古群島では、すでに人手不足が深刻な状況だ。 

そこで今回のフォーラムでは、在宅医療にイノベーションを起こす最新機器や技術など、最新

のテーマを取り上げることで、在宅医療の魅力を発信。同時に、医療・介護職が働く上で大切な

メンタルサポート、さらには島での看取りの現状について、現場から報告を行う内容とした。

基調講演では、ゆい往診クリニックの新屋洋平氏が、沖縄県における死亡数と死亡場所の推移

など、在宅医療に関わる統計を提示。その現状と今後の見通しについて解説した。続いて医療法
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人慶眼会の清水映輔氏は、在宅での眼科診療をテーマに講演。離島・僻地の在宅医療でスマート

フォンを用いた最新の眼科診断装置が活用されていることや、世界の失明を防ぐプロジェクトな

どについて紹介した。さらに、東京科学大学大学院医歯学総合研究科の戸原玄氏は、これからの

摂食嚥下リハビリテーションをテーマに、在宅における嚥下検査、嚥下リハビリについて解説。

声帯が使えないケースでの発声装置など、最新機器についても紹介した。シンポジウムでは、在

宅医療に関わる県内各地の専門職がシンポジストとして登壇し、それぞれの地域における在宅看

取りの現状を報告した。そしてメンタルサポートコンサル沖縄の佐藤恵美氏より、医療・介護現

場で働くスタッフの人間関係の構築、アサーションなどについて詳細な解説が行われた。 

当日はあいにくの悪天候で、災害級の豪雨に。若い人への未来へ向けた発信を意識したものだ

ったが、会場参加が伸び悩み、ウェブ参加をあわせても参加者は 108名にとどまった。その多く

は、医療・介護関係者だった。泰川氏は、「学生を集めたかったが厳しかった。ウェブで後から

配信した映像は視聴が多かったと聞いているが、オンタイムでの参加が少なかったところが今回

の反省点だと思っている」と振り返った。 

 

 

《総合討論》～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

【司会】蘆野 吉和氏（日本ホスピス・在宅ケア研究会 理事長） 

 

――商業施設でフォーラムを行う札幌の企画は画期的だ。社会的に孤立

しがちな当事者が、自ら地域に出て市民とふれあう姿が印象的だった。 

川村 今回は、「在宅医療を受ける子どもたちが、その場にいる当たり前さを、楽しい雰囲気のな

かで感じてもらいたい」という思いが根本にあった。テーマを「知ってほしい、子どもの在宅医

療のこと」としたが、知ってほしいのは在宅医療というよりも、いろいろな子どもたちがいて、

そこにいろいろな可能性がある、ということ。当事者である子どもたちが、あのような場に、い

かに自然にいられるかたちをつくるか、ということを常に考え、企画運営を行った。 

――日本では医療的ケア児者の支援が遅れているなかで、札幌市はかなり進んでいる。一方で、

北海道全体で見たときの状況はどうなっているのか。 

川村 広い道内には、医療的ケア児が一人しかいないような小さな町がいくつもあり、それぞれ

に試行錯誤しながら取り組んでいる。そこに対して私た

ちは、道からの在宅医療拠点事業の委託を受け、アウト

リーチを行っている。多職種や当事者たちが議論する場、

交流する場を設けることで、ともに相談できる仲間を増

やしていこうと各地を回って活動している。悩んだ時に

は相談できる関係性がある、ということを常に示し続け

ていきたいと思っている。 

＊                 ＊ 

――新潟では、医師は前面には出ずに、多職種が積極的に連携しているとの話だった。それは連

携の基盤がしっかりとできていることの表れだと思うが、新潟ではなぜそれができるのか。 

揚石 地方はどこもそうだと思うが、まず支える人がいない。特に訪問診療をする医師は少なく、

司会：蘆野吉和氏 
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みんなでやらなければ無理という危機感が共有されている。また、新潟

県は黒岩卓夫先生をはじめ在宅医療に先進的に取り組んできた方々がい

る。在宅医療は生活を支える医療であり、医療はあまり前に出るもので

はない、といった考え方が浸透しており、自ずと多職種で取り組む気持

ちが芽生えてくるのだと思う。多職種が集まる連携の会も、かつてはボ

ランティアで行っていたものが、今は県の医師会にバックアップしてい

ただいている。これまで前面に出てこなかった職能団体が自ら企画する、

といったこともここ数年は続いており、よい傾向だと思う。 

――これから 2040 年に向けては、地域の住民や行政、病院の医師に、在宅医療をいかに理解し

てもらうかが大きな課題となるが、どのように考えているか。 

揚石 病院から在宅への円滑な移行が求められることについては、地域の医療介護従事者のなか

でコンセンサスができていると思う。しかしながら医療と介護は、一緒にいる機会が少なく、ど

うしても生じてしまうお互いの“違和感”をどう払しょくするのかが課題だ。ヒントは「患者さ

んの思いを中心にすること」だと思う。これは本来、医療職にも介護職にも共通する基盤であり、

そこを軸にすることで、違和感は減らしていけるものと考える。 

＊                 ＊ 

――山陰地方では過疎地域も多く、医師も少ない。その厳しい

状況を打破するためにこういったネットワークをつくってきた

経緯があると思うが、かなり苦労があったのではないか。 

小森 ご指摘のように鳥取・島根の在宅医療はリソース自体が

少ないという話はよく聞かれる。医師も少なく、なおかつその

医師たちも高齢化している。この非常に厳しい状況下で、有志

としてともに活動してくれるメンバーを集めるために、今回は在宅医療連合学会の会員や、専門

医を中心に声かけをして、メンバーに加わってもらった。そしてこの 3 年間、ずっと話し合いを

進めてきたが、その過程でブロックフォーラムを一緒にやろうという話になり、こうして実現す

ることができた。準備段階においても、それぞれ地元での活動や自身の診療を抱えており、なか

なか時間が取れず集まることができない難しさもあった。中国ブロックというかたちでなんとか

ここまできたが、もしも県ごとだったら進まなかったと思う。 

――岡山の状況はどうなっているのか。 

小森 岡山市の場合には、行政が、在宅医療を積極的に後押ししてくれる環境にある。在宅医を

増やすことに市が非常に熱心で、在宅医療の経験がない一般の開業医に、在宅医療を始めてもら

うための活動を医師会が委託を受けて行っている。たとえば外来と在宅のミックス型の診療所が、

外来の時間中に急患があったときにどのように対応しているのか、実際に取り組んでいる医師の

話を積極的に紹介するなどしている。一方では、同じ岡山県でも県南と県北の差がかなり大きく、

県北からは開業医の悲痛な声が聞こえてくる。何しろ後継者がいない。在宅医療専門などという

のは都市型のモデルで、田舎では移動時間だけでほとんど時間が過ぎてしまって、診療時間が取

れない。施設集約型の在宅医療というものをいかにうまくやっていくか、ということも今後の課

題ではないか、といった話も出ている。 

＊                 ＊ 
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――過疎の問題は、多くの地域に共通する課題だが、沖縄の宮古島

ではどのような状況なのか。 

泰川 開業 29年目になるが、高齢化率自体は実はあまり変化して

いない。とはいえ、ここ 10年ほどは流入人口によって明らかに人

の流れが変わってきている。宮古島のさらに小さな離島や農村地域

は過疎化して高齢者しかおらず、子どもたちは宮古島の中心部に流れて核家族化している。家族

介護が希薄になっているところへ、急速なリゾート開発によってエッセンシャルワーカーがどん

どん観光産業に流れてしまう。次世代を担う人をどう集めていくのかが課題となっている。 

――宮古島の場合には、地域で最後まで過ごせる環境はできているのではないか？ 

泰川 そこが非常に難しいところで、長く在宅医療をやっていることで住民もそれが当たり前に

なり、危機感がない。次世代を担う人が必要だが、興味を持ってくれる人が少ない。今回のブロ

ックフォーラムでも、地元の中学生や高校生に向けて発信したが反応が薄い。さらに小中学校に

も実際に足を運んで呼びかけてみたが、そもそも教員があまり危機感を抱いていないことが問題

だと感じる。 

――互いに支え合うような地域性が、沖縄にはあるのでは？ 

泰川 沖縄全体としてはその雰囲気はあるが、流入してきた人がそこに参加できるかというと微

妙なところがある。地域の人たちはおせっかいなくらい寄ってくるが、そこに溶け込んでいく人

たちがいる一方で、逆にそれが疎ましくなって自ら孤立してしまうケースがある。数は多くはな

いが、今後、増えていく可能性があり心配している。 

＊                 ＊ 

――過疎地の在宅医療をどうするか、ということは今後の非常に重要な課題になってくるが、そ

れぞれの地域でどのように考えているのか。 

川村 専門職を増やして受け皿を大きくする、というアプローチも続けていく必要はあると思う

が、それ以上に、一般の住民や、コミュニティにどう働きかけていくかが重要ではないかと感じ

ている。困りごとが隣の家にある、というときに、皆さんはどう考え、どう動きますか？という

ことを働きかけていく。結局は、住民同士の関わりの希薄さ、といったところが問題の根幹にあ

るように感じている。まちづくりという言葉があるが、そこが活性化してくれば医療が出ていく

場面は少なくなる。小児在宅医療が、小さな存在になっていけばいいと思いながら活動している。 

揚石 新潟県妙高市も、ここ最近は急速に人口が減少している。専門職だけでは支えられないの

で地域住民の力を借りましょう、という総論的な話はあるが、とはいえ今の指摘のように、地域

の住民も普段からの付き合いが希薄になっている。元気なうちから付き合いがあれば困ったとき

に助け合うこともできるが、まったく付き合い

がない状態でいきなり助け合うのは難しい。若

い人は仕事が忙しく、地域の集まりなどにも参

加しづらい、といった社会的な状況はもちろん

あるが、何よりもまず、そういったことへの危

機感を住民の人たちに持っていただく、理解し

ていただくことが必要で、そのための啓発は行

っていかなければいけないと思う。 
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勇美（ゆうみ）賞授賞式

【司会】二階堂 孝子氏（在宅医療助成勇美記念財団 常務理事）

【講評】石垣 泰則氏 （日本在宅医療連合学会 事務総長）

優れた調査研究を表彰する「勇美賞」の授賞式を開催

在宅医療推進のための優れた調査研究に対して表彰を行う、「勇美賞」の授賞式が開催された。 
勇美記念財団では、在宅医療推進のための調査研究を公募し、その活動を支援する助成事業を

行っている。「勇美賞」は、その助成の採択者を対象に、特に優れた研究に対して授与するもの。

選考にあたっては、研究成果物評価委員会において、発想、着眼点、独自性、独創性、普及性、

有効性などの観点から、学術研究に精通した専門家が厳正に審査を行っている。

今回の受賞式では、2021 年度の採択者から選ばれた 5 名の勇美賞受賞者ならびに１名の奨励賞受

賞者に対し、財団理事長の住野耕三氏より表彰状と賞金が授与された。評価委員会の石垣泰則委員長

が講評を語り、受賞者を代表して東京女子医科大学の木林和彦氏が、感謝の言葉を述べた。

 

受賞者を代表し、木林和彦氏が感

謝の言葉を語った

司会：二階堂孝子氏

研究成果物評価委員会

●石垣 泰則（委員長） 医療法人悠輝会コーラルクリニック 院長

●梅垣 宏行 名古屋大学大学院医学系研究科

地域在宅医療学・老年科学 教授

●木村 琢磨 東京科学大学 総合診療科

介護・在宅医療連携システム開発学講座 教授

●森 清 社会医療法人財団大和会東大和ホームケアクリニック

在宅サポートセンター センター長

●山中 崇 東京大学医学部附属病院老年病科 特任研究員

●若林 秀隆 東京女子医科大学病院リハビリテーション科 教授

委員長：石垣泰則氏
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勇美賞受賞者（2021 年度） 

 
No. 氏  名 研 究 テ ー マ  /  所 属 

1 木林 和彦 

高齢社会における家庭内での複数人死亡の解析と予防 

東京女子医科大学医学部法医学講座 教授 

2 郷原 志保 

地域在住高齢者における Advance care planning の行動変容プロセスの検証お

よび促進要因と阻害要因の検討 

大東文化大学スポーツ・健康科学部看護学科 講師 

3 立川 尚子 

訪問看護事業所におけるオンコール対応を行なう看護体制および態勢づくりの

マイクロ・エスノグラフィー 

共立女子大学看護学部看護学科 助教 

4 平野 はるみ 

閉じこもり高齢者の QOL に関連する要因 

四日市看護医療大学大学院 修了 

5 安井 渚 

子育て世代親子と終末期患者のアドバンス・ケア・プランニング（ACP）に基づ

く対話の支援構築 

大阪大学大学院医学系研究科保健学専攻 博士後期課程 

 
 
 

奨励賞※受賞者（2021 年度） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

No. 氏  名 研 究 テ ー マ  /  所 属 

1 松澤 明美 

在宅で生活する病気・障がいのある子どもを育てる家族のソーシャル・キャピ

タルに関する研究 

北海道大学大学院保健科学研究院創成看護学分野・小児看護学教室 准教授 

 
※奨励賞は、今後一層のご努力を期待して勇美賞に準ずる理事長の特別賞として本年度より設定した

賞です。 

受賞者の研究成果物はホームページにてご確認いただけます。 
https: // www.yuumi.or.jp/jyosei/yuumi-award/ 
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総括講演

在宅医療 新たなミッション

～治し、支えるから、次の課題へ～

【演者】新田 國夫氏（日本在宅ケアアライアンス 理事長）

【座長】大橋 博樹氏（日本プライマリ・ケア連合学会 副理事長）

“生活を支える”とはどういうことか

 講演の冒頭、新田國夫氏は、ある在宅患者の日常を映像で紹介。在宅医療は

「治し支える医療」と言われてきたが、改めて“支える”とはどういうことな

のか？ 問題を提起した。

女性は 101 歳、重度認知症。父親が建てた古い一軒家で、一人で暮らしてい

る。数か月前までは家のなかを自力で動き回ることができていたが、転倒して

ベッド上での生活に。要介護度は 5。ヘルパーが 1 日３回訪問し、身の回りの

世話を行っている。

すべての医療を拒否し、施設への入居も拒否。採血も一切、受け付けないため病名は不明だが、

その状態から、認知症ということだけはわかっている。３年ほど前までは、毎朝、自宅前を掃除

するのが日課だった。掃除中に転倒して近所の人が救急車を呼ぶこともあったが、そのたびに女

性は、大声を出して搬送を断固拒否。その甲斐あって、こうして住み慣れた家での生活を継続す

ることができている。

映像に映し出されているのは、そんな女性が、訪れたヘルパーと会話をしながら、自宅で穏や

かな日々を送る様子だ。朝、ヘルパーの訪問で一日がスタート。食事の介助、口腔ケア、洗濯、買

い物――。その生活全般を、ヘルパーが支えている。ときに混乱して介助を拒んだかと思えば、

「ありがとう」と感謝の言葉を口にする。寂しいときには、ヘルパーが滞在時間を少し伸ばして

寄り添うこともあるという。そこに医療の関わりは、ほとんどないと言っていい。「“生活を支え

る”というのは、こういうことではないか？」と、新田氏は問いかけた。

「治す医療」だけでは、困難に直面した人を救えない

続いて新田氏が語ったのは、「治す医療」の限界だ。

在宅要介護高齢者の要介護度を悪化させる要因について分析した研究では、「年齢」および「一

般病院への入院」が、その重要な要因であることが報告されている。入院の原因で多いのは誤嚥

性肺炎、うっ血性心不全、大腿骨頸部骨折であり、いずれも基本的には在宅医療で診ることが可

能な傷病だ。では、それが本当に在宅でできているのかというと、地域によってかなり状況が異

なっている。

一方で、これらの傷病に対して在宅で「治す医療」を行い、入院を回避できれば、それで人を

救えるのか？ というと、そこには限界がある。なぜなら、人々が抱える困難は、“診療の外”に

あるからだ。症状を分析し、診断名を確定し、治療や支援方針を決める方法では、困難を抱える

座長：大橋博樹氏
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人を助けることはできない。その困難とは何なのか。老齢期の心性を読み解いていくと、そこに

は喪失体験がある、と新田氏は言う。 
自己像と心身を喪失し、社会や家庭での立場や役割を喪失し、人間関係を喪失し、やがて精神

的資産をも喪失していく――そういう状況にある人々に、いかに寄り添っていくのか。そこに必

要なのは、治療の枠組みを超えた“生きがい”、“生活”を大切にする考え方であり、在宅で過ご

すことの意味も、まさにここにある。 
住み慣れた家には、その人の人生そのものがある。喪失体験を重ね、孤独、孤立のなかにある

高齢者が、病院、施設、あるいは子の家庭に迎えられたとき、どうなってしまうのか。すべての

社会的価値から切り離され、自分自身の生活という、いわば“存在の拠り所”すらも失ってしま

う。このような困難に直面する人たちにとって、必要なことは「できるだけ生活を継続すること」

だと新田氏。だから、在宅なのである。 
 
「治し支える」から、「生活を犠牲にしない支える医療」へ 

では改めて、生きがいを支援する、とはどういうことなのか。新田氏は、再び女性のエピソー

ドを紹介した。 
かつてケアマネジャーが女性に対し、施設への入居を勧めたことがあった。女性が頑なに拒否

したため、訪問介護を導入することになったが、いざヘルパーが仕事を始めると、女性はこう言

ったという。 
「私は監獄にいるようだ。あなたたちは私の仕事を全部奪うんだね」 
そこでヘルパーは、女性ができることをすべて見守ることにした。 
この言葉が示唆するのは、女性にとっての生きがいとは何なのか――ということ。それはまさ

に、日々の暮らしのなかにある。ヘルパーが行っているのは、その暮らしに寄り添い、女性との

“つながり”を保ちながら、生活の中にある「～したい」を叶えていくこと。本人のこだわりが

尊重され、思いが叶うことによって、女性の“生きがい感”は促されていくと、新田氏は言う。そ

して、「本人が見つけた生きがいは、しっかりとした言葉で伝えられることばかりではなく、それ

はときに、“つぶやき”として表明されることもある」とも。大切なのは、その「～したい」とい

うつぶやきを聴き、それを共有して、できる限り実現しようとするプロセスであり、「それこそが

生きがい支援である」と新田氏は語った。 
最後に新田氏は、在宅医療の次の課題について、治し支える医療と言われてきた在宅医療がこ

れから目指すのは、「“生活を犠牲にしない”支える医療」だと提言。「その人の思いを叶える、と

いうことを基本に、“生活を犠牲にしな

い”ためには、診療報酬をはじめすべて

の制度まで変えなければいけない。その

ためには地域包括ケアの深化、そして在

宅医療圏を市町村単位で考える、という

発想が必要ではないか」と呼びかけ、講

演を結んだ。 
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基調講演

2040 年を見据えた在宅医療に向けて 
～地域の視点・生活の視点～

【演者】迫井 正深氏（厚生労働省 医務技監）

【座長】大橋 博樹氏（日本プライマリ・ケア連合学会 副理事長）

在宅ニーズが急増する 2040 年に向け、総力戦で体制転換を 
超高齢社会がピークを迎える 2040 年に向けて、在宅医療には何が求められ

るのか。迫井正深氏は、その未来予想図や課題などについて、私見を述べた。 
まず迫井氏が指摘したのは、「医療は今、かつてない危機的な状況に直面し

ている」ということ。物価賃金の急速な上昇や、国際情勢の激変など、医療は

従来とは異なるコンテキストで、厳しい状況下に置かれている。中でも直視し

なければならない重要な課題は、人口構造の変化だ。これまでは「高齢者の急

増」が強調されてきたが、今後は「担い手不足」の局面へ。高齢者の増加が落ち着くとはいえ、

85 歳以上人口は依然として増加していく。このことで起きるのが、入院、外来、在宅、それぞれ

での医療需給バランスのシフトだ。

では具体的に、ニーズはどのように変化していくのか。2040 年に向けた医療需要の変化を見て

いくと、まず「外来」は、すでに減少局面にある医療圏が多い。一方で「入院」は、都市部では

2040 年にかけて増加し、過疎地域では減少していく。これに対して、多くの医療圏で需要が拡大

するのが「在宅医療」である。85 歳以上人口の増加に伴い、そのニーズは急増し、ピークは 2040
年以降となる見通し。そこで何よりも注視しなければならないのは、迫井氏が“最高難易度”と

語る、「医療と介護の複合ニーズ」の増加である。

この難局をいかに乗り切っていくのか。迫井氏は、従来のサービスモデルがすでに通用しなく

なり始めていることを指摘。「これからは医療・介護提供体制による総力戦で、体制転換を図って

いく必要があるのではないか」と問題提起した。

課題は「治す＋支える」の拡充と適正サービスの確保

 では今後、需要が拡大していく在宅医療に何が求められるのか。迫井氏は、「在宅医療は今、大

きなチャレンジに直面している」と述べ、２つの課題を提示した。

 一つは、「治す＋支える」を拡充するための体制整備である。医療は「治す」ことに加えて「生

活を支える」ことにも目を向けることが求められている。役割が拡大しているにも関わらず、現

場のキャパシティはまったく追いついていない。総合診療医の不足はその典型。実際に供給不足

に陥っている分野や地域が存在し、ニーズを抱えた人が選択の余地がない状況におかれている。

 もう一つは、多様な事業者が存在する中で、いかに適正サービスを確保するのか。例えば、保

険活用による経済性をうたう事業者があるが、本人や家族の負担は低く抑えられるものの、実質

的には抱え込みのような状況になっている。その一方で、充実したサービス提供を重視する事業
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者があり、採算ラインの確保に難渋しながらなんとか事業を続けている。迫井氏は、「サービスの

進化発展に向けてビジネスマインドは必要だが、それが本当にパブリックサービスとして成り立

っているのか。両者をどうバランスしていくかの議論は今後も続くだろう」と語った。 
 
求められるのは「生活視点」と「地域主体性」 

では、これから医療と介護の複合ニーズに直面する在宅医療を、どのように育てていくのか。

迫井氏は、「生活視点」と「地域主体性」という二つの基軸を示し、まずは「生活視点」について、

自らの経験をもとに語った。 
それは苦労の連続だった――そう語るのは、自身の父親の介護だ。加齢によるフレイルの症状

があらわれたのは、70 代後半。がんを患い、二度の手術を受けた後、徐々に歩行速度が落ち、通

院してリハビリを受けていた。苦労したのは、そこから地域への移行だ。介護認定を勧めても、

「バカにするな！」と一蹴され、なんとか要支援認定を取り、デイサービスを開始できたが、そ

の頃から転倒を繰り返すようになった。自力では起き上がれないが、それでも本人は杖を拒否。

一人でバスに乗り、出先で転んでは近所の人に助けられ、救急搬送されるたびに迫井氏の携帯電

話が鳴る――そんな日々が続いたという。 
やがて自宅介護が困難となり、看多機併設の居住施設へ。これに本人は納得せず、何度も脱走

を試みる。「そこまでして家にいたいのなら」と、看多機のスタッフの協力により、週に 2 回、外

出時に帰宅。さらに迫井氏が家にいる時は外泊し、自宅と居住施設を行き来するようにした。 
生活が安定したのは、そこからだ。家に帰ると、自ら料理をしたり、自室でのんびり過ごした

り。「この頃が一番、幸せだったと思う」と迫井氏は振り返る。その後、がんが再発し、歩行困難

となって車いすになったが、それでも自宅との行き来は継続。91 歳を目前に永眠した。 
「自分が建てた家で、自分が育った地域に触れ、昔を思い出すとき、父は本当に嬉しそうだった」

と迫井氏。コロナ禍でもあり、しんどい日々が続いたが、それでもなぜか「楽しかった」と思え

るという。介護を通して深まった、妹との絆は、そんな父親からのプレゼント。兄妹で助け合う

過程で、素晴らしい関係を築くことができたという。こういった経験を通して迫井氏が強く感じ

たのは、「在宅医療には普遍的な価値がある」ということ。管理される“病人”ではなく、自由な

“生活者”のための医療だと、改めて実感したという。「医療はどうしても科学的根拠が優先され、

個の思考が置き去りにされがち。人生に伴走する在宅医療は、自由な思想、個性が反映されるよ

うな“生活視点”こそが重要ではないか」――迫井氏は、そう問いかけた。 
 そして、この素晴らしい在宅医療の価値を広めていくために、迫井氏が示したのが、二つ目の

基軸「地域主体性」だ。巨大なケアニーズにこれからどう向きあっていくのか。強調したのは、

制度の効用と限界である。制度には、悉皆性と公的信頼性を基盤に大き

く普及推進を図れるメリットがある。一方で、制度化により画一化する

ことは、現場での創意工夫の妨げにもなりうる。「これは現場の方々に

幾度となくご指摘いただいたこと。制度で仕向けることには限界があ

るが、地域でそれを実践し、リスペクトされているケアラーやドクター

が語る言葉には、多くの人が耳を傾けるだろう。地域からの主体的な発

信により、その価値が市民から“求められるもの”になれば、好循環が

生まれるのではないか」と迫井氏は呼びかけ、講演を結んだ。 
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セッション

多世代から在宅医療へのおもいを語るセッション 

「未来へ紡ぐみんなのおもい 

～在宅医療の若き担い手は語る～」 

【座長】迫田 朋子氏（ジャーナリスト／元 NHK チーフディレクター） 

【演者】賀数 りち氏 （琉球大学 医学部医学科４年）  

髙添 明日香氏（医療法人桜花会あすか在宅クリニック 院長） 

高田 雄貴氏 （ケアプロ訪問看護ステーション東京 足立ステーション 所長） 

松本 佳子氏  （一般財団法人医療経済研究・社会保険福祉協会 医療経済研究機構） 

多世代から在宅医療へのおもいを語る ～医学生の立場から～  賀数 りち氏 

賀数りち氏は、医学部に通う学生の立場から、在宅医療の魅力と、将来の夢

について語った。 

幼少期に喘息で入院したことをきっかけに、医師への憧れを抱くようになっ

た賀数氏。高校生になり、「なぜ医師になりたいのか」「医者として何をしたい

のか」を改めて問い直したときに、「在宅医療」や「看取り」という言葉に出

会った。住み慣れた地域や家で、穏やかに過ごすことができるよう、最後のと

きまで寄り添う――そんな医師の姿を思い描いて、琉球大学医学部へ進学。入学してすぐに、の

ちの師となる長野宏昭医師に出会い、ホスピスマインドを学んだ。 

どんなに医療が進んでも、解決できずに残り続ける苦しみがある。一方では、病気が治らなく

ても穏やかに過ごせる人たちがいる。賀数氏は、「人を救うための医学」に加えて、「苦しみとの

向き合い方」や「苦しみを抱えた人との関わり方」を、もっと学びたいと考えるようになった。 

そして実際に、在宅医療の現場を見る機会にも恵まれた。そこで目にしたのは、寝たきりのお

ばあが、自宅で娘とともに穏やかに日々を送る姿。おばあの目線の先には、琉球民謡のビデオが

流れ、仏壇には夫の写真がある。窓の外には美しい庭が広がり、たくさんの花が見える。賀数氏

は、「在宅医療は“その人らしさ”を強く感じることのできる医療」だと実感。近くに医療機関の

ない離島であっても、住み慣れた家で暮らし続けたいという本人、家族の願いを叶えることので

きる素晴らしい医療だということを、改めて強く感じたという。 

 大学 4年生になった今、賀数氏には二つの夢がある。一つは、島で働くこと。「実習で訪れた島

は、どこもゆっくりとした時間の流れの中に、独自の文化や人とのつながりがあり、居心地の良

さを感じる。その環境で、患者と医者という関係だけではなく、一人の生活者として島民と関わ

り、その人が望む生き方を一緒に考えていけるような医師になりたい」と、夢を語った。 

そしてもう一つの夢は、いつか自分自身が離島医療や在宅医療の魅力を伝える側になる、とい

うこと。「どんなに在宅医療がおもしろくても、その魅力に触れる機会がなければ、学生が興味を

座長：迫田朋子氏 
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持つことは難しい。患者は人生の先輩であり、その生き方から学ぶこと多く、たくさんの学生が

そのことを実際に体感できよう、きっかけをつくる側に自分がなりたいと思う」と語った。 

 

総合診療医 18 年目の喜びと苦悩     髙添 明日香氏 

 

 髙添明日香氏は、総合診療医として 18 年にわたり現場を走り続けてきた自

らの歩みを振り返り、そこで経験した喜びと苦悩について語った。 

 髙添氏が訪問診療の現場にはじめて触れたのは、医学部 6年次の佐久総合病

院での研修でのことだった。そこで目にしたのは、「しょせん向こう岸から眺

めている人が施す医療」ではなく、「生活の中に共存し、患者とともに築き上げ

る医療」。居住地や疾病の重症度によらず、患者の価値観や生活を重んじた医

療計画を立てる――そんな総合診療科の医師の姿に強くひかれ、この道に進むことを決めたとい

う。その後は地元山梨に戻り、山梨市牧丘病院に勤務。在宅、外来、病棟と、目まぐるしい日々の

中で実地医療の研鑽を積み、2018年 5月、クリニックを開業した。 

特徴的なのは、その教育方針だ。「明日院長が倒れても、患者を守れる力をつけよ」という社訓

を掲げ、職員を育成。同時に大切にしてきたのが、患者教育だ。自分の人生を人任せにせず、自

分がどう生きたいかを、自分自身で考える――こういった教育を常日頃から行うことで、すべて

の患者、すべての職員が、今を楽しむことができる、そんな診療所を目指してきたという。 

 そして在宅医療の現場では、総合診療医としてできることを、一つひとつ実践してきた。複合

病態にある患者や、重症患者の診療は、まさに総合診療医の得意とするところ。積極的に受け入

れることで、医療依存度の高いケースや緊急退院を要するケースへの対応が増えていった。コロ

ナ禍には入院困難患者の支援や、施設クラスター管理にも協力。また、社会的支援を必要とする

患者の診療を通じて、行政とも連携。多職種連携も進み、地域包括ケア、まちづくりといった、

勤務医時代にはできなかったことにも足を踏み入れることができるようになったという。 

髙添氏は、「これらのすべてが、総合診療医としての成熟につながったと感じている」と述べる

一方で、「業務が多層化し、忙しさにおぼれてしまっている状況」とも。山梨県内で、総合診療医

はいまだ髙添氏一人だけ。その一方では、商業ベースで往診専門クリニックを展開する事例も存

在するなど、課題は多い。こういった問題にどう向き合っていくのか？ 「一人の力では成せな

い業も、多勢で取り組めば達成できると願って、できることに尽力していきたい」と高添氏。今

後は、在宅医療を紡いでいく後進の育成に力を注ぐとともに、医師会の在宅医療委員として、災

害対策や往診支援など、地域づくりにも積極的にかかわっていくと述べ、講演を結んだ。 

 

多世代から在宅医療へのおもいを語る ～訪問看護の立場から～   高田 雄貴氏 

 

 高田雄貴氏は、訪問看護師の立場から、在宅医療を実践する自身のおもいを

語った。 

 「まず、私たちの仕事は何なのかを考えた」と高田氏。看護師の仕事は、人

に触れ、共感して、対話をして、癒しを与える。そして在宅医療の現場では、

“生活を支える”ことがその重要な役割となる。「私たちの未来がどう変わる
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のか、全く予測がつかないが、その中でも看護は AIには代替できない、人間が生きていくために

必要な仕事だと思う」と述べ、一枚の写真を提示した。 

それは、ALS の患者が、親子でキャンプに出かけているときの写真。医療者が付き添うことな

く、家族みず入らずで過ごせるよう、関わるスタッフが予め準備をして実現したという。テント

で横になる本人の隣に、ぴったりと寄り添って寝転ぶ子ども。介護ベッドではできないことも、

外に出ればこうして非日常の時間を味わうことができる。このように、「生活のなかでやりたいこ

とを叶えるお手伝いができる」ということが、看護という仕事の醍醐味だと、高田氏は語る。 

そして、その現場はさまざまな創意工夫に満ちており、看護はアートだと感じる場面もあると

いう。たとえば、看多機で医療的ケア児を受け入れる際、同時に母親をスタッフとして雇い、雇

用につなげる……等々。課題は山積しているが、制度の中だけではなく、制度以外のところでも

工夫を重ねていく。その一つひとつの実践が、前の前の課題を乗り越える力となっている。 

そして高田氏が何よりも強調したのは、「日本の在宅医療は世界から注目されている」というこ

と。実際に高田氏の訪問看護ステーションにも、東南アジアやアメリカなどから多くの見学者が

訪れている。逆に高田氏自身が海外へ足を運び、さまざまな国の在宅医療事情に触れることもあ

るという。「地域の医療介護のニーズに対して、医療者ではなく、ヘルスボランティアが対応して

いるタイの事例など、日本にはないものを持っている国も多い。そういった事例に学びながら、

一方では、日本の素晴らしい制度、蓄積してきたノウハウ、紡いできた技術や経験を世界に輸出

していく。そのような交流が、世界を助ける一助にもなるのではないか」と語った。 

海外との交流の場や、普段のスタッフ教育の場において、高田氏が常に語っているのが、「訪問

看護は黒子である」ということ。「本人を最大限に輝かせるために、伴走して寄り添う。この謙虚

で献身的な精神性は日本文化の特徴だと思う。その姿勢を大事にしながら、創意工夫で時代の変

化に対応していくことで、地域社会の明るい未来の実現に寄与できるのではないか」と語った。 

父の「在宅看取り」を振り返って   松本 佳子氏 

松本佳子氏は、父親を在宅で看取った自らの経験を振り返り、そこから学ん

だこと、見えてきた課題などについて語った。松本氏の父親は、81 歳で他界す

るまでの 8 年間、両下肢麻痺により車いすで生活していた。在宅での看取りを

見据え、訪問診療を開始したのは亡くなる 1 年前。臀部に大きな褥瘡があり、

その処置のために訪問看護を毎日導入。褥瘡感染で高熱が出たときには、夜間

の抗生剤の持続点滴を松本氏自ら管理し、夜も満足に眠れなかったという。 

それでも、「父の看取りは、自分のその後の人生において、とても大きな意味を持つ経験だった」

と松本氏。提示したのは、その暮らしぶりが垣間見える写真だ。映し出されていたのは、点滴を

しながら、テレビで野球観戦に夢中になる父親の姿。「父は広島県人で、広島カープの大ファン。

試合が始まると、いつも赤い帽子をかぶり、バットを叩いて応援していた。それは本当に楽しい

時間だった」と、松本氏は振り返る。家での食事も、毎日の楽しみだった。食卓のひとときを映

した写真には、本人の目の前に、たくさんの料理が並べられている。「食べることが好きだった」

という父親は、亡くなるその日まで、美味しそうにビールを飲んでいたという。 
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そして亡くなる 2 週間前、家族みんなで桜の花見に出かけたことは、一番の思い出だ。それは

松本氏の母親のたっての希望で実現したもの。当初、訪問看護師に相談したときには、「万全の準

備が整えられなければ行けない」と言われ、諦めかけていた。桜が散る頃になり、母親が「どう

しても」と介護タクシーに相談。写真は、このときに連れて行ってもらった公園で、家族で撮っ

た笑顔の一枚だ。「このお花見がなかったら、恐らく母は今でも後悔していたと思う」と松本氏。

医療的なリスクが優先されるあまり、本人や家族の願いが叶えられなくなることがある。そのこ

とを、身をもって知ったという。 

人が老いる、人が死ぬ、とはどういうことか――看取りの経験を通して、「人間のありようを教

えられた」と松本氏。このような経験ができたのは、在宅勤務を認めてもらうなど、職場の理解

があったからであり、何より、在宅での医療介護の支えがあったからこそだと振り返る。一方で

は、「多職種連携は道半ば」とも。患者・利用者の意志や願いを最大限尊重し、叶えるような協働

が必要だとした上で、「自らも在宅看取りを経験した一人として、伝えられることがあり、それは

父が娘の私に最後に与えた使命だと感じている」と結んだ。 

 

《質疑応答》～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

――在宅医療を実践する専門職が、家族の立場で在宅医療を経験し、何を感

じたか。 

松本 実際に経験してみると、いつも理想のかたちになるとは限らず、思う

ようにならないことのほうが多かった。その思うようにならないことを、単

に、受けた医療や専門職のせいにするのではなく、患者・家族自身が、専門職と話し合い協力し

合える関係をつくり、主体的に医療・介護に関わる力を持つことが大事だと思う。そのためには、

まずは在宅医療を使う側の者が、自分ごととして在宅医療・介護に関心を持ち、知る必要がある。

そこは、私たちの世代がしっかりと取り組んでいかなければいけない課題だと感じている。 

高田 それは大事なことだと思う。私自身も最近、2 人の祖父を亡くしているが、医療者である自

分が両親に早くから情報提供を行っていたことで、家族も最後まで後悔することなく見送ること

ができた。情報は大事で、それを知っている私たちがもっと市民に広げていく必要がある。 

髙添 当事者になると見える世界が違う、というのは確かにあると思う。これからは私たちの世

代が、多死社会に向けてシステム化できるものをシステム化し、言語化、標準化していく必要が

ある。一方では、一例一例を大事に、その方の人生にコミットしたサービスを提供していく、と

いうことを同時に追及していかなければいけない。今日はそんな課題を与えられたように感じた。 

――学生の立場から、今日の話を聞いてどう感じたか。 

賀数 実際に現場で働いてみると、自分が語った夢のようにはうまくいかないことも多いのだろ

う。自分がこれほど在宅医療をやってみたいと思えた

のは、実際に現場を見せてくれる医師に出会えたから

で、それ以来、現場のおもしろさをずっと注入され続

けて今に至っている。実際のところ、大学生活のなか

ではなかなか在宅医療に触れる機会は少ないが、1 回

でも行けば各々に魅力を感じると思う。そういう機会

が増えていくことを願っている。 
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シンポジウム

めざすのは笑顔とつながり

【座長】武田 俊彦氏（日本在宅ケアアライアンス 副理事長） 
飯島 勝矢氏（東京大学高齢社会総合研究機構 機構長・未来ビジョン研究センター 教授）

【シンポジスト】川本 愛一郎氏（日本地域作業療法研究会 会長）

首長 正博氏 （栃木市 こども未来部長）

谷口 泰之氏 （御坊市 総務部危機管理課 課長補佐）

辻   裕二氏 （福岡県医師会 常任理事）

長嶺 由衣子氏（厚生労働省 医政局参事官（医療情報担当）付医療情報室長補佐） 

めざすのは笑顔の循環（つながり）  川本 愛一郎氏

川本愛一郎氏は、自身がテーマとしてきた地域作業療法の実践を報告した。 
川本氏は、作業療法士および言語聴覚士として 20 年間、病院に勤務したの

ちに独立。「退院後のリハビリテーションの受け皿をつくりたい」と、2004 年

に「リハシップ あい」を設立した。現在は熊本県南部および鹿児島県北部の

3 拠点で、デイサービスを中心に 10 事業を展開している。近江商人の「三方

よし（売り手よし、買い手よし、世間よし）」に習い、利用者、地域住民、職

員、みんなの笑顔が巡り巡っていく、そんな事業運営を目指して活動してきた。

 その取り組みは多彩で、実にアイデア満載だが、すべてのプログラムに共通するのは、地域社

会とつながっている、ということ。例えば「雑巾プロジェクト」は、小学校に上がる子どもたち

のために、利用者が雑巾を手縫いしてプレゼントする、というもの。母親の雑巾づくりをサポー

トする目的で始まったもので、とても好評で毎年行っているという。また、2020 年の熊本の豪雨

災害のときに立ち上げたのが、浸水被害を受けた保育園を支援する「積み木プロジェクト」。遊具

が水没してしまったため、利用者が力を合わせて積み木を作製。子どもたちがその積み木で楽し

そうに遊ぶ様子を見て、一緒になって遊ぶ利用者の姿もあったという。

自分たちの作ったものが“社会で生かされる”ことが、いかに達成感にあふれているか――こ

ういった活動を通して川本氏が行きついたのが、地域作業療法の「必要十分条件」という考え方

だ。「必要条件」とは、例えば包丁を使った調理動作ができる、火を使う動作が安全にできる、と

いった“作業”のマネジメント。いわば作業療法そのものを指す。では、「十分条件」とは何か？ 

それは作業によって得られる成果物を社会で生かすことによる“達成感”のマネジメントだ。「例

えば調理をすると、料理という成果物ができる。それを家に持ち帰ると、夕飯のおかずの一品と

して家族にたいへん喜ばれる。もしそこに孫がいて、かわいい顔でおいしい！と言われたら、勇

気百倍だ。ただつくるだけではなく、誰かのためにつくる。そこまでをマネジメントすることで

初めて、必要十分条件を満たすことができると考えている」と川本氏は説明した。

最後に川本氏は一つエピソードを紹介。それは脳幹出血で四肢麻痺のある患者からの訪問リハ

ビリの依頼だった。左手がわずかに動くことから電動車いすを導入。普段はなかなか思うように

座長：武田俊彦氏、飯島勝矢氏 
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コミュニケーションが取れないが、自分の意思で動く手段を手に入れると、真っ先に向かったの

は仏壇の前だった。「この方はずっとお参りがしたかったんだと、このときに思った」と川本氏。

その安らいだ表情を見て、やってよかったと心から思えたという。さらにその後は書字練習も行

い、文字が書けるようになると、今度は川本氏に手紙を書いたという。渡された紙を広げると、

そこにはなんと、「リハビリするな」の文字。びっくりする川本氏を見て、本人はニヤリと笑う。

つまりそれは、川本氏を驚かせようといういたずら心だった。空気がほどけ、笑顔が巡っていく。

「心がつながった、そう思えた瞬間だった」と川本氏は語り、講演を結んだ。 
 
栃木市在宅食支援ミーティング活動報告  首長 正博氏 

 首長正博氏は、栃木県栃木市で 2024 年 12 月より始まった、「栃木市在宅食

支援ミーティング」の活動を報告した。 
 まず首長氏が語ったのは、そこに至るまでに積み上げてきた、栃木市におけ

る連携の歩みだ。2000 年 4 月、介護保険制度の発足と同時に、「蔵の街コミュ

ニティケア研究会」の活動がスタート。社会的入院から自宅療養へと移ってい

くこれからの時代に向けて、市民にも介護のことを学んでもらい、地域一体で

介護力の強化を図っていこう――そんなコンセプトのもと、2 か月に一度の勉強会を開催してき

た。活動を始めて 25 年が経った今も、継続して行っているという。 
 この勉強会は、終わったあとに必ず飲み会をする、というのが通例。こうして育まれてきたの

が、地域の“顔の見える関係”だ。栃木市では、ここで築かれた連携が、さらなる取り組みへと発

展。地域包括ケアの仕組みづくりを考える「地域包括ケアネットワーク準備会」や、地元のケー

ブルテレビを活用した「医療連携学習会」、さらに特定のエリアの地域力強化を図る「岩舟我がこ

と丸ごと事業」など、さまざまなかたちで連携の輪が広がってきたという。「いずれの事業も、行

政と地域の人々がともに手を携えながら、新たなコミュニティづくりを目指して取り組んできた」

と首長氏。その流れで始まったのが、食支援ミーティングだ。 
食は“生きがい”に直結するものであり、その支援にはさまざまな専門職の関わりが欠かせな

い。まずは栃木市でつくり上げてきた連携を生かし、関係する専門職を集めて協議体をつくると

ころから、活動をスタートさせた。食支援には何が必要で、栃木市には何があって何が足りない

のか、そしてそれぞれの専門職に何ができるのか――。協議に際しては、日本在宅ケアアライア

ンスの「食支援委員会」より協力を得ながら、現状と課題を一つひとつ整理。“食べる”をキーワ

ードに話し合いを重ねていくなかで、食支援における専門職の関係性ができてきたこと、そして

地域の社会資源を整理できたことが、ここまでの成果だと首長氏は語った。 
そして、これからはいよいよ実践の段階へと移っていく。いかに現場での充実強化を図ってい

くのか、さらには、これまでの属人的なつながりから、制度的なつながりへとどう結び付けてい

くのかも、食支援を地域に根づかせていくための重要な課題となる。 
首長氏は、介護保険制度発足当初から、こういった一連の活動に行政として関わり続けてきた。

そして間もなく役職定年を迎えるという。「これが役所人生最後の活動と思って取り組んできたが、

役所を離れても続けていかなければいけないと、今は決意している。人生の一番の楽しみであり、

豊かさの象徴でもある“食事”というものをどう支援していくのか。これから先も何らかのかた

ちで関わりながら、ともに考え、整理し、実践していきたい」と意気込みを語った。 
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認知症の人とともに築く総活躍のまち  谷口 泰之氏 
 和歌山県御坊市では、認知症になっても自分らしく暮らせるまちづくりを目

指して、市独自の認知症施策を打ち出している。谷口泰之氏は、その概要を報

告した。 
認知症の人が適切な支援を受けるまでには“空白の期間”があると言われて

いる。しかし谷口氏が指摘したのは、たとえ早期に診断ができても、実はその

あとに生じる“空白の期間”が課題になっている、ということ。そこで挙げた

のが、当事者のこんなエピソードだ。 
認知症と診断され、とにかく情報が欲しいと役所へ行ったが、誰に聞いても介護保険の話しか

してくれない。知りたかったのは、どうすればこれまでと変わらない暮らしを続けられるか、と

いうことなのに、「逆に社会から寸断されてしまう気がした」と、その人は語っていたという。 
このように、「早期の支援も、本人が必要としていない支援は、逆に“その人らしさ”を奪って

しまう」と谷口氏。では、どのような対応が必要なのか。御坊市が何よりも重視したのが、“本人

の視点”だ。国や県から示される認知症の施策は毎年のように変わるが、その中でも、本人の声

に耳を傾け、本人とともにこれからの暮らしを考えるという“本人視点”はブレてはならない。

そのための羅針盤として御坊市では、独自の条例と基本計画を策定。認知症の人とともに検討を

重ね、平成 31 年より施行されたのが、「認知症の人ともに築く総活躍のまち条例」、および「認知

症施策推進基本計画」だ。 
条例には、三つの理念がかかげられている。それは、認知症になっても「自分らしく」暮らし、

その意思によって「新たなことに挑戦」し、認知症の有無にかかわらず「誰もが活躍」できる、と

いうもの。ネガティブな認知症観ではなく、未来志向の新しい認知症観を、明確に打ち出したも

のだ。さらに基本計画には、この理念を実現していくための、7 つの指針を提示。中でも重要な指

針として谷口氏が強調したのが、認知症への“先入観の払拭”だ。 
認知症バリアフリーという言葉があるが、一番のバリアは“人”だと話す当事者がいたという。

本人があきらめているのではなく、周囲があきらめる環境をつくっていないか――そう気づかさ

れたという事例を、谷口氏は動画で紹介した。その男性は、もとバスの整備士。認知症で言葉の

コミュニケーションが難しく、生活もほぼ全介助だったが、公用車のブレーキランプの交換を依

頼してみると、本人はジェスチャーで応じたという。そして工具を手にすると、5 分もかからずに

作業を終え、ランプが点灯。施設の担当者は、「最初は無理だと思っていたが、実際に作業をする

姿を見て胸が熱くなった」と語っていたという。このように、普段は「支えられる側」でも、実は

「支える側」にもなれる力を持っている、と谷口氏。「総活躍という言葉があるが、認知症があっ

ても活躍する一員であることは同じ。これまでの暮らしを継続しながら地域で活躍することが、

本人の笑顔と地域のつながりを生み出す」と述べ、講演を結んだ。 
 

福岡県医師会における在宅医療への取り組み  辻 裕二氏 
 辻裕二氏は、在宅医療の推進に向けて福岡県医師会が行っている、データ

ベースを活用した取り組みについて報告した。 

 福岡県医師会では、県内の在宅医療の状況を把握するため、2012 年より訪

問診療の年次調査を行ってきた。辻氏が県医師会の常任理事に就任した 2016
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年からは、これを活用してさらに詳しい調査を継続的に実施。調査の回収率は毎年 95％以上

と、ほぼ実数を捉えた中で詳細な分析を行うことで、県内の在宅医療の実情が見えてきたとい

う。訪問診療は年々増加しているが、居所別にみると自宅よりも高齢者施設への訪問診療が多

く、全体の 7 割を占めている。その高齢者施設では、居住者の要介護度が上がり、実に半数が訪

問診療を受けていることがわかった。「これは高齢者施設が“ベッド化”している実態を表して

いる」と辻氏。実際に、高齢者施設からの救急搬送の増加が、救急医療のひっ迫の原因の一つと

なっている。 
一方、こういったデータ分析により、体制整備が大きく進んだのが、小児の在宅医療だ。福岡

県では小児医療が外来・在宅ともに一部の医療機関に集中し、NICU がひっ迫していた。その実

態について分析を進めていくと、2 次医療圏では小児救急を完結できず、実際には県内を 4 つの

ブロックに分けたより広域なエリアで完結していることがわかった。そこで福岡県医師会では、

改めてこの 4 ブロックでそれぞれに体制づくりができるよう、組織を変更。エリアごとに問題点

を洗い出していく過程で、急変時の対応が大きな課題になっていることが見えてきた。そこで、

在宅への橋渡しを担う中間施設として「小児等地域療育支援病院」という新たな枠組みを整備。

現在は 7 施設が稼働しており、さらにレスパイトを担う「在宅療養児一時受入支援事業」にも 9
施設が参画している。以降、医療的ケア児の訪問診療数が急速に増加。直近の 3 年間で、2 倍に

まで伸びており、「嬉しい誤算だった」と辻氏は振り返る。 
では、今後はどうなっていくのか。福岡県ではすでに人口減少が始まっている。一方で、85

歳以上人口は 2040 年に向かって増え続ける見込み。福岡県医師会では、県内の訪問診療のピー

クが国の推定値よりも多い 7 万人になることを見据え、診療所だけではなく病院にも在宅医療を

担うよう働きかけてきた。現在は県内の病院の 3 分の 1 が在宅医療を担っており、県内の訪問診

療の約 16％を病院がカバーしているという。 
こういったデータ分析の経験を通して、辻氏が改めて感じているのは、「在宅医療が、いよい

よ主役として語られる時代がきた」ということ。「地域医療構想においても、在宅医療等の充実

を第一に据え、そこから病床の機能分化、救急医療というものを考えていく。こういう流れで、

ぜひ皆さんにも、在宅医療を主役として医療計画を考えていただきたい」と呼びかけた。 
 
これまでの国の地域づくりに関わる取り組みと、 

これからの地域づくり   長嶺 由衣子氏 
 長嶺由衣子氏は、自らの地域医療の実践を振り返りながら、2040 年に向

けた地域づくりについて、私見を述べた。 
 全国の在宅サービスの需要は今後大きく増加し、その提供数は 2040 年に

ピークを迎えると予測されている。その一方で人口減少が進み、特に中山間

地域では、多くの市町村で人口が半数以下となる見込みだ。こういった地域

にどう対応し、2040 年をいかに乗り切っていくのか――その一つの例として長嶺氏が語ったの

が、自らの離島医療の経験だ。 
 長嶺氏は、沖縄県立中央病院で臨床研修を終えたのちに 2 年間、沖縄の粟国島に赴任してい

る。そこで直面したのは、2040 年の“未来予想図”ともいえるような島の実態だった。ピーク

時は 5000 人だったという島の人口は、800 人にまで減少。その 35％を老年人口が占めていた。
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島に医師は一人だけ。緊急時はヘリでの救急搬送が必要だったが、その数は年々増加し、年間

50 件以上と、沖縄の離島の中でも突出していたという。 
背景に、何があるのか。状況を調べていくと、搬送者の 7 割は 60 歳以上で、そのうちの３分

の２が介護施設の入所者ではなく、在宅で暮らす独居や老々介護世帯の高齢者だった。そこから

さらに見えてきたのは、医療や介護サービスにつながっている高齢者は比較的早期に健康状態の

悪化を拾い上げられるが、サービスにつながっていない在宅高齢者は、健康変化を早期に拾い上

げることができず、状態が悪化して初めて医療や介護につながる、ということだった。「高齢化

したコミュニティでは、介護サービスを受けている人だけではなく、その周辺領域の人々に対し

てどうアプローチしていくかが重要だと気づいた」という。

そこで長嶺氏が行ったのは、この小さな島で実はできていなかった「顔の見える関係」を改め

てつなぎ直していく、ということ。2 週間に一度の“ゆんたく”、すなわち気軽なおしゃべりの

場をつくり、老人ホームや社会福祉協議会、役場の職員などさまざまな人と日常的にコミュニケ

ーションを取った。困っていることや気になることを気兼ねなく話せるようになっていくなか

で、高齢者の見守りにヘルパーを活用する案が浮上。こうして重症化予防を目的とした見回り事

業がスタートし、リスクの高い人をカバーできるようになったことで、右肩上がりだったヘリ搬

送数は 2 年で半減したという。 
このような経験を踏まえ、長嶺氏は改めて 2040 年に向けた課題について言及。離島では、特養

がデイやショートも担うなど、すべての機関、すべての職種が多機能化していたが、「中山間地域

や郊外においても、この“小拠点・多機能化”および“小人材・多機能化”がキーワードになるの

ではないか」との見方を示した。さらに島では、カラオケが半分デイサービスに、商店が半分サ

ロンのようなかたちで小さな拠点として機能していた。「何か新しいものをつくるよりも、もとも

と地域で営まれている、自然に人が集まってくるような場を拠点として支えていく。こういった

“小さな拠点”がたくさんある地域づくりも、これからは必要ではないか」と呼びかけた。

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

《質疑応答》～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

――川本氏の話の中に、“達成感”というキーワードがあった。その活動の軸についてもう少し聞きたい。 
川本 そこに思い至ったのは、病院で働いていたときの経験がある。脳卒中の患者が退院する際、片麻痺で

も運転して釣りに行けるようサポートした。退院後は毎日のように釣りに出かけ、大量の魚を釣り上げてい

たが、しばらくすると行かなくなってしまった。最初のうちは家族にも喜ばれても、毎日となると逆に迷惑

になってしまう。このときに、ただ釣りに行けるだけでは十分ではなかったと気づき、痛切な悔恨を覚えた。

やったことが誰かに喜ばれてこそ達成感がある。釣った魚をどうするのか、マネジメントするところまで関

わって、ようやく成り立つことを学んだ。

――これからは総力戦ということだが、行政はその重要なパートナーだ。理解を示してくれる方を増やして

いかなければいけないが、行政の立場からはどう考えているか。

首長 せっかく関係ができたところで担当者が異動になり、つながりが切れてしまうというのはよく言われ

るが、行政の中でも、保健師や保育士といった専門職は、同じ部局で長く仕事をすることが多い。栃木市で

は社会福祉士や作業療法士を採用する動きがあり、総力戦という部分では、そういった専門職の存在がある。

さらに事務職も、希望があれば異動はせずに継続できる仕組みも必要になってくるだろう。また、住民を巻

き込むことができるのも行政の最大の利点であり、総力戦のメンバーとして、住民が自ら動くような仕掛け

づくりも、行政には求められている。

――御坊市からは認知症とまちづくりについて聞いたが、ここまでの取り組みを踏まえ、実際にどのくらい

の手ごたえがあり、どのような課題があると考えているか。
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谷口 「他人ごとから自分ごと」と言われるが、認知症の今までのケアは、家族や周囲の人にとっての安心

という支援のあり方だった。新しい認知症観ということで条例ができ、基本計画ができたが、まだまだ住民

にそういった意識は届いていないと感じる。家族が認知症になるなどしない限り、興味が持てないというの

が普通なのだろう。その一歩手前で関心を持ってもらえるような取り組みが重要と感じている。また、行政

は横のつながりがないのも問題。「福祉のことは福祉の人に聞いて」だと、たらい回しのような印象になる。

縦割りを超えた連携は、重要な課題だ。 
――福岡県医師会では膨大なデータベースの解析をもとに将来予測をしていた。こうして医師会として一

歩、踏み出し、結果を出していくところでの苦労、あるいは工夫したところは？ 
辻 取り組みを始めて 10 年になるが、その間に県の担当者も代わり、医師会の会長や担当理事も代わった。

人が変わっても一貫して何かをやっていくには、変わらないものが必要で、それがデータベースだ。福岡県

内の各医師会に足を運んでは、データを年次的に示し、「目標はここです、しかも地域で事情が違います」と

いうことを繰り返し伝えてきた。ようやく今、国の施策も含め、在宅医療が主役として語られるようになっ

ている。苦労話はいくらでもあるが、その中でも「変わらないものをしっかりと持って伝えていく」という

姿勢が、この 10 年間の基盤となっている。 
――長嶺氏からは、小さな拠点という話をいただいた。お金をかける必要はなく、みんなで磨き上げた拠点

であればいいということだが、これをどう全国で促していくか。 
長嶺 介護予防などは通いの場を制度的に広げていったかたちだが、この小さな拠点というのは、もう少し

生活の中に入り込んだところにあるイメージ。それこそ食べる、お風呂に入る、といった日々の生活の中で

当たり前に使うものが営まれているところに、人は集まってくる。そこに情報が入るようにすれば、わざわ

ざ新たに何かをつくる必要もない。自治体が伝えたい内容がそこで伝わるようにする、あるいは誰かがそこ

で必要なニーズを聞き取るなど、身構えてやるというよりも、生活の中に入り込んだところで一緒にやる。

総力戦というところにもつながると思う。 
＊                ＊ 

――最後に、ここまでの話の中で言い残したことがあればぜひこの場でお伝えいただきたい。 
川本 デイサービスに無人販売を併設し、利用者がつくった野菜を地域の人に販売している。その売ったお

金を、利用者に還元できるよう行政と折衝しているが、芳しい応えが返ってこない。行政としてもあまり明

確なことは言えないと思うが、恐らく一番いいのは、見て見ぬふり、ではないかと思う。あえて制度化しな

くてもいいので、行政の方にはそこをぜひお願いしたい。 
首長 在宅食支援ミーティングの会合の場で私からお願いしているのは、関わる人が楽しいと思うことを考

えよう、ということ。その楽しさを住民に伝えていくことができればいいと思う。一方で、現場のマンパワ

ー不足、特にヘルパーの不足は深刻だ。今の初任者研修はハードルが高く、一分野に特化した簡易資格が取

得できるような研修のあり方も考えてもいいのではないか。 
谷口 「認知症と診断された途端に、私のリスクを奪われた」と語った当事者がいた。刃物は危ない、お金

を持つと無駄遣いするといって、当たり前にやってきたことを奪われたという。御坊市には酒屋でお酒を飲

む“角打ち”があり、高齢者が集まって楽しんでいるが、認知症だからとか、高齢者だから駄目ではなく、楽し

みを奪わない程度にリスク管理ができればいいと思う。 
辻 ケア会議を始め、多職種で話し合いをすることがあると思うが、その際には、まずはその地域が今後、

どのような人口構成になっていくのかを理解して、話し合いを進めてほしい。今までは在宅医療が受け皿だ

ったが、これからは病院が在宅医療の受け皿になっていく。そういうつもりで、多職種連携で話し合い、し

っかりと地域をつくっていっていただきたい。 
長嶺 政策をその場その場で考えるのは行政でも、実は政策のコンテクストを保っているのは、現場や職能

団体の方たちだと、行政の立場になって感じている。これまで何が積み重ねられ、これからどこへ向かって

いかなければならないのか、一番知っているのはずっとそこに関わってきた方々だと思う。これからもコン

テクストを保ちながら、でも古いことにこだわりすぎずに、しっかりと未来を見据えてやっていく必要があ

ると感じた。 
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在宅医療推進のための共同声明

①  市民とともに、地域に根ざしたコミュニティケアを実践する。

②  医療の原点を見据え、本来あるべき生活と人間の尊厳、そして生き

がいを大切にした医療を目指す。

③  医療・福祉・介護専門職の協力と連携によるチームケアを追求する。

④  病院から在宅へ、切れ目のない医療提供体制を構築する。

⑤  療養者や家族の人生に寄り添うことのできるスキルとマインドを
もった、 在宅医療を支える専門職を積極的に養成する。

⑥  日本に在宅医療を普及させるために協力する。

⑦  毎年 11 月 23 日を「在宅医療の日」とし、在宅医療をさらに推進す
るためのフォーラムを開催する。

（2019 年版）




